
        子育てと仕事の両立（東京と福井の環境の違い） 
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M字カーブの底（出産→離職のピーク）は、 
福井の方が東京より若い世代で発生 
 ⇒福井は出産時期が早い 
 ⇒生涯に産まれる子どもの数が多い 

労働力率 
（％） 

（歳） 

福井 東京 

○ 福井では、出産を機に離職する人が少ない 

 ⇒労働力のロスが少ない 
 （出産後の労働力率は、東京より１０％以上高い） 
 

 【要因】  ・待機児童ゼロなど子育て環境が充実 
       ・出産した女性が働きやすい職場環境 など  

＜女性の年齢別労働力率（M字カーブ）＞ 

出産を機に 
労働力率の差が 
１０％以上発生 

○ 東京の若い女性の半数が福井に移住したと 
想定すると、 

⇒出生数は２４％増加 （１７万５千人増加） 
  

  【試算条件】 

  ・東京の２０～３０代の女性（１８５.２万人）の 
  半数（９２.６万人)が福井に移住 

 

  ・３０年間で、東京に残った女性と福井に移住 
  した女性の出生数を比較 

20～30代の
女性数 

合計特殊 
出生率 

30年間の 
出生数計 

東京(a) 926,000人 １．１３ 728,993人 

福井(b) 926,000人 １．６０ 903,330人 

差(b)-(a) － ０．４７ 174,337人 

・東京の若い女性の半分が福井に移住したと想定すると、出生数は２４％増加 
・福井では、出産後も働きやすい職場環境が整う 
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＜東京の女性の半数が福井へ移住した場合の出生数試算＞ 

２４％増 

※ 労働力率：人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合 



   先進的モデル地域への重点支援  
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全国平均1.43 
 

《低出生率・低就業率型》 

《高出生率・低就業率型》 

《低出生率・高就業率型》 

(福井) 

(東京) 

・安倍内閣は、「女性の活躍」と「出生率の改善」を国家戦略の柱に位置づけ 
・福井県は、女性の就業と子育てを両立し、高い出生率を維持している先進地域 

 
＜女性の就業率と合計特殊出生率＞ 

出典（合計特殊出生率）：H25人口動態統計調査 
出典（女性の就業率）：H22国勢調査 

○福井の女性が仕事と出産・ 
子育てを両立できる背景 

 

 ・女性の就業率は50.9%（全国２位） 

 ・待機児童は10年以上前からゼロ  

○福井県のオリジナル施策 
  

 ・子が1歳になるまで育休取得を促

進する企業に対する奨励金支給 

（Ｈ２５～） 

 ⇒ 国が制度化（Ｈ２６～） 
  

 ・短時間勤務時に育児休業を取

得する際、育児休業給付額をフ

ルタイム勤務並みに上乗せ支給

（Ｈ２６～） 

 

⇒全国のモデルとなる、地域の先進的な政策の実行を重点支援する仕組みを導入することが必要 
2 



 
 

 
 
 

 
ふるさと企業減税 

 
 

                ② さらに５%減（1.6兆円） 

                                          ② ３%減（1.4兆円） 

○兆円 

地   方 東  京 

財源の一部を確保 

（％） 

・国が検討を進めている法人実効税率の引下げに当たり、地方(東京以外)の法人税について税額控除を設け、 
減税額を東京より大きくすることにより、人と企業の地方移転を促進 

・減税による企業競争力の強化に併せて、課税ベースの拡大・税額控除の柔軟運用による財政再建を実現 

・赤字法人への対応 
  欠損金の 
   繰越控除制度(2.3兆円) 

  外形標準課税 
・租税特別措置  (1.0兆円) 

・減価償却制度 
 

※ ( )は、H24の税負担軽減措置
の実績 

課税ベース拡大に向けた 
既存制度の見直し 

※ 法人実効税率の引下げ 
全国一律１％当たり4,700億円の減税  

←仏国（約33%） 

←独国（約30%） 

←中国（約25%） 
←韓国（約24%） 

①全国一律６%減（3兆円） 

                 

① 国が検討している全国一律に法人実効税率を２０％台に引下げる場合 
 ・６％（総額約３兆円）の減税 

 
 

② 全体の減税額３兆円を概ね維持したまま、東京３％、地方８％と実質的な 
減税率に差を設ける 。 
 ・東京と地方の税率差５％により人と企業の地方移転を促進 
 ・東京は仏・独なみ、 地方は中国・韓国なみの水準に 

税額控除による地方の法人税減 

地方 ７      対     東京 ３ 
 

       現在の税収割合   3 


